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「君が代・日の丸」不服従教員を停職・免職にすることは、断じて許せません

都教委に、今年の卒業式・入学式での思想強制をやめさせましょう


都立調布養護学校教員の河原井純子さんは「日の丸・君が代」強制不服従をしています。去る１月25日に行われた調布養護学校の周年行事でも不服従でした。そのため、河原井さんは４度目の累積処分・停職を受けそうな緊迫した状況にあります。今度の卒業式で根津さんはやはり不服従を貫きます。05年の入学式で停職1ヶ月を受けた根津さんには、都教委はそれ以上の重い処分をしてくるものと思われます。

これからはこの二人の他にも、こうした処分が繰り返されるでしょう。

「君が代」不服従で懲戒処分をすること自体が根源的な問題ではありますが、東京の場合、とりわけ問題なのは、累積加重処分であることです。なんとしても、都教委にこの累積加重処分をやめさせなくてはなりません。思想弾圧による免職・解雇をぜったいにさせてはなりません。石川中裁判を支える会は、「河原井さん根津さんらを停職させない会」の呼びかけに応じ、積極的に賛同団体となって他の団体とともに緊急署名活動に取り組んでいます。皆様のご理解とご支援をお願いいたします。（事務局）


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

都教委は、「君が代」不服従の教員を停職処分にするな！　免職にするな！　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斉藤義子

駅頭での署名活動２日目等緊急な取り組みにもかかわらず、250を超える署名が集まりました。2月13日、早速都教育委員会に提出してきました。その後も全国から要請に応えて連帯の署名が集まってきています。2月末にも第二次要請行動を考えていますので大勢で訴えに行きましょう。

　さて、当日は、都教委包囲首都圏ネットワークの要請行動に乗せてもらって、思いを訴えてきました。情報課の職員2名が対応しました。しぶる職員になんとか会議室を用意させて、30分ほどやりとりをしました。

私の方からは、「良心と憲法に従い『君が代』不服従を続ける教員に対し、累算式懲戒処分はおかしい。全国的にもないやり方だし、国際的にも笑われる前近代的感覚です。直ちに止めてください。」「特に、根津公子さん、河原井純子さんへの執拗なまでの処分を止めてください。」そして「すべての元凶になっている10.23通達は、学校教育法、教育基本法違反であり、処分は二重三重に憲法違反を犯している。直ちに撤回してほしい。」最後に「私たちは、日本からそして学校から自由と民主主義が消えていかないことを願って行動する事が国民の責務であり、都民のこの思いに都政は耳を傾ける義務があると、考えています。また来ますのでよろしくお願いします。」　情報課の職員は、ひたすらメモをしていました。この後、参加者から発言が続きました。

次年度へのバトンタッチに込めた子ども達にとっての重要な意味を持つ式にと、何年もかけて工夫し築きあげてきた子ども中心の卒業式・入学式を「たった1枚の紙切れがぶち壊してしまった。これは教師や子ども達に対する犯罪です」と、現場の思いと実態を訴えるＫさんの話に、シーンとなる場面もありました。

署名活動に取り組もう　賛同団体への呼びかけも続行中

駅頭署名活動の時、「私はね、戦前の人間だからこれ（「日の丸・君が代」）に従わないことに反対よ。」「戦争でひどい目にあったでしょう。いやですよね。強制はおかしいですよね。」と返しても「私は戦前の人間だから」とビラの受け取りすら断って行ってしまった女性。戦争体験からも学べるとは限らない教育の怖さを改めて感じました。でも「うちらの先生も処分されたんよ。酷いよね。」とさっと署名をしてくれた高校生達。現実の理不尽さを感じ、身近な先生達の闘う姿から学んでいることに希望を感じました。いろいろな人に出会えるおもしろい体験の場です。ご一緒にどうぞ。

　さあ、周りの人に声をかけ、みんなの力でたくさんの署名を集めませんか。賛同団体になってくださいませんか。小さな行動の積み重ねが世の中を変えていくのだから。私のそしてあなたの。

　　  抗議・要請先　東京都教育委員会

　　　〒163-8001  東京都新宿区西新宿2-8-1 都庁第２庁舎３０階

　　　     ℡　  03-5320-6733

           Fax   03-5388-1726

        Mail:  S9000004@section.metro.tokyo.jp

不服従は「教育公務員としての責務」でもある。本当にそうだと思います。

「公務員は命令に従うのは当然でしょ」と言う人も、高橋さんの主張に耳を傾けてみませんか？


　　

「教育者として、国なり都なりが決めたルールってものは順守してもらわないと。守るということそのものが教育になるんだからね」

昨年10月の東京都教委通達に従わなかった教員について、石原知事はこう述べた（本紙4月7日付）。一見まことしやかに聞こえるが、職務命令違反者の大量処分を正当化する論理としては、あまりにも根拠薄弱だと言わざるをえない。

今回の処分は、なぜ、不当なのか。

第1に、通達自体が、思想・良心の自由を保障した憲法19条に違反するからである。公立学校の教員は公務員として、憲法を尊重擁護する義務を負う（憲法99条）国の最高法規である憲法に反する法律、命令は無効である（同98条）

とすれば、通達に従わないことは、教員にとって自己の思想・良心の自由を守る権利行使であるだけでなく、教育公務員としての責務でもあることになる。

通達は、教育への「不当な支配」を禁止した教育基本法10条にも違反する。

もともと卒業式などの学校行事で国旗掲揚、国歌斉唱を実施しなければならない根拠はどこにもない。国旗・国歌法案審議の過程でも、生徒や教員に強制するものではない旨の政府答弁が繰り返された。たとえば野中官房長官（当時）は、「起立する自由もあれば、また起立しない自由もあろう」と明言していた。

ところが、都教委はそれを無視して暴走し、今回の異常な通達・大量処分に至ったのである。国の最高法規と教育の基本法規を尊重せずに、自分たちが恣意的に決めた通達を「ルールは守るのが当然」と言って押しつける。途方もない自己矛盾ではないか。

冒頭の都知事の言葉は、教育論としてもいただけない。国や都の決めたルールだからといって、それに無批判・無反省に追従する教員は、生徒に批判的・反省的精神を教えることができないだろう。

行政や上司の命令に無条件に従うことを当然視する教員に学んだ生徒は、ナチスの将校アイヒマンのように、命令自体が誤っていても自分の判断で拒否できず、取り返しのつかない結果をもたらしかねない。

要するに、都知事や都教委が理想とする上命下服の学校システムは、自主性、創造性、思考力、判断力、とりわけ「健全な批判力」（学校教育法42条3項）といった、民主的で活力ある社会が最も必要とする人間的資質を育むことができないのである。

学校ごとに数人の職員を派遣し、不起立者の監視にあたらせる都教委のやり方は常軌を逸している。やがては学校の式場に監視カメラを設置し、生徒と教員が全員が起立して国旗に正対し、大声で国歌を歌っているかどうかをチェックするとでもいうのだろうか。今回処分された教員たちは、学校が「監視と処罰」の場となり、魂の墓場と化すことに抗議して、不利益を覚悟で各自の良心を貫いた人たちだ。私たち市民がこの人たちとどこまで連帯できるかに、日本の教育の未来がかかっていると言っても過言ではない。

※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※※




根津公子

２月２１日の第９回法廷では、私を「指導力不足等教員」に申請した2001年10月以降の弁明の記録、2002年2月の「指導力不足等教員」の判定会に出した諮問文書と決定報告文書が、こちらの請求に応じて被告･都教委から出されました。ただ、これらの文書は、すでにこちらが把握していたものばかり。「審査の議事録は作成していない｣との理由で、｢指導力不足教員と決定するには至らない｣と判定した、その議事録は提出されませんでした。非公開、議事録なし、で決定が出される･･･。そこにどんなに恣意を働かせても、また、激論が交わされたとしても、本人はそれを知る由もありません。私は、知りたかった！

さて、今回で書面のやりとりはほぼ終わりました。

次回から弁論準備になります。次回の弁論準備は、４月１２日（水）１１：００から民事１１部の部屋で行われます。法廷ではないので、傍聴はできず、関係者少人数が入れるだけだそうです。

次回の弁論準備では、双方の主張を整理することになります。主張のどこが違っていて、その主張を立証するためにどういう証人が必要となるか、また、どういう証人は要らないかを判断するために行うのだそうです。

何回かの弁論準備を経て、法廷で証人尋問が行われることになります。

皆さま、その時にはまた、傍聴をお願いします。　　





　


路線バスが空を飛んで行き、ありもしない時刻表のバスに乗れば成立つというような、判決というにはあまりにも呆れた判決「空バス判決」のやり直しを求める調布中裁判の第1回控訴審が、去る２月８日、高裁820号法廷で開かれました。裁判官は、安倍嘉人裁判長、片山良広裁判官、後藤健裁判官です。第1回は、この「空バス判決」の不当性を、根津公子さんが、実に明快に指摘し陳述ました。

意 見 陳 述 書

　　　　　２００６年２月８日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　控訴人　根津公子

控訴審が始まるに当たり、原判決の判断の誤りについて指摘したいと思います。それは公正な審理を切望する故のことです。

原判決は都教委の主張をそのまま容認した明らかな虚偽事実と、都教委でさえ主張しないことを地裁がでっち上げての、黒を白と言い包めた不当判決でした。判決は、「９０分以内で通勤することができると認めるに足りる証拠は存在しない（から）・・・本件転任処分は、本件異動実施要綱第４の３（通勤時間）に抵触している」「異動要綱に合致しない転任処分は特段の事情のない限り、裁量権の逸脱があるものと推認される」と基本判断を示しながら、しかし、これから述べます嘘とでっち上げの６つの「特段の事情」を挙げて、基本判断を翻しこの転任処分を正当化したのです。

私は都教委から甚大な被害を受け、司法に救済を求めたのに、その司法は都教委におもねる。一体被害者はどこに公正な判断を求めたらいいのか、と思わざるを得ません。

地裁が転任処分を正当化した「特段の事情」のうち、ここでは４点について陳述します。

1） まずは、「多摩地域で家庭科の過員配置を希望する学校が少なかったこと」を「特段の事情」に挙げたことについて、です。地裁は、都教委が異動作業をするに当たり、異動対象者を一般異動コースと過員配置異動コースに選別し、根津は過員配置異動コースでの異動、と決めていたかの前提に立ち、言外に、だから調布中で致し方なかったかのように言っています。が、このような異動作業の仕方は、異動要綱に存在しません。都教委の意を汲みすぎて先走り、重大な過ちを犯しています。

　　　地裁が都教委に問うべきことは、「根津の自宅から片道９０分以内圏で家庭科教員が転任しうる学校、家庭科教員を必要とする学校はどこに何校存在したか」ということであり、それが、原審判断の前提として地裁が押さえておかねばならないことだったはずです。調布中へ９０分以内で通える異動対象者は、私でなくともいたはずです。

　

２）①自家用車通勤を高橋校長から勧められていたという嘘と、②２００３年7月18日付け通知以降教員の自家用車通勤を原則禁止していたものの、遠隔の学校へ通勤するもので、他の交通機関によることが困難な場合等には自家用車通勤が許可されていたという　　嘘の「特段の事情」について。すでに提出した陳述書に詳細を書きましたので、ごらんいただきたく思いますが、一言申し上げます。

私が高橋校長から「車通勤でもよい」と言われたと述べたことが拡大され、｢校長から勧められていた｣とされていますが、事実は違います。２学期を過ぎた頃、何かの折に「片道２時間近くかかる」というような話をした際、高橋校長は突然思いついたかのように「車でもいいよ」と言ったのです。そこで私が「都教委は車通勤を禁止しているから、できないでしょ。車通勤途上で何か（事故等を想定して）起きたらまずいし、上りは渋滞の心配もあって所要時間がつかめない。だから車通勤は無理ですよね（？）」と校長に確認を求めるように言うと、校長は、市教委や都教委に確認することもなく、その場で「ああ、そうだね｣とあっさりと自分の言を撤回したのです（調書４２、５５～５６）。その後も高橋校長から、自家用車通勤を勧められたことは二度とありませんでした。ですから、高橋校長から車通勤を勧められたという認識は私にはまったくありません。高橋校長にもなかったはずです。

なお、自動車通勤について私たちは、保育や介護の事情がある人以外は禁止、と聞かされていました。

　　大体、通勤時間を９０分に収めるためになぜ、高速料金を私が負担せねばならないのでしょうか。事実上の賃金カットです。被害者に負担と責任をなすりつけるような地裁の判断は、到底容認できません。

３）「自宅から調布中までの通勤時間は、公共交通機関が時刻表どおりに運行されれば・・・９０分以内で通勤することも可能であ」る、とでっち上げ、「特段の事情」としたことについてです。こんなことは都教委でさえ、途中からは主張をしていません。「時刻表どおりに運行されれば」バスが京王八王子に着くのは、７時１７分ですから、７時１６分発の電車には乗れません。バスが時刻表どおりに運行された場合に乗れる電車は、７時２８分発でした。１６分発の電車に運よく乗れた時でも、９０分を超えない日は実際は１日たりともなく、その実測結果（甲１１号証）を、私は（株）西東京バス発行の時刻表（甲１２号証）を添えて書証として提出しています。にもかかわらず、地裁はこのような明白な嘘をでっち上げて「特段の事情」にしました。　

　

４）もう一つの架空の時刻表についてです。都教委が通勤所要時間を算出する際に使ったバス時刻（６時４０分）は、都教委が創作した架空のものでした。そのバス時刻によって通勤所要時間を少なく見せようと操作したことが法廷で明らかになったにもかかわらず、裁判所は都教委のその不正行為を追及すべきところそれはせず、それどころか、その算出結果をそのまま判決に採用し、「調布中であれば、『駅すぱあと』で80分台という結果が出ていた」と、嘘を追認し、「特段の事情」に仕立て上げました。

なお、この架空の時刻表をつくった都教委池田爲大管理主事は、２００１年度、多摩市教委が私を「指導力不足等教員」に申請した際の、申請から決定までの担当者であり、書類に押印しているにもかかわらず、法廷で「担当ではなかったから（根津について）詳しくは知らなかった」と偽証しました。物的証拠があるにもかかわらず、地裁は池田管理主事の偽証について、不問に付したのです。

以上挙げましたように、不当極まりない判決に対して判決直後に私は、それを指摘した抗議文を裁判所に送付しました。担当した事件に真摯に向き合う裁判官なら、事実誤認の判決について原告である私に謝罪し、判決文を訂正するはずです。しかし、難波裁判長は今日まで一切それを放棄しています。

裁判長、でたらめやご都合主義の「特段の事情」を持ち出して、根津には「不利益はなかった」と、訴えを切り捨てないでください。裁判所は、異動実施要綱に合致しない異動は裁量権の逸脱であると基本判断を示しているのですから、そこを外さないでください。控訴審では、司法の独立を護り、事実に基づく審理をされますよう、切に訴えます。それは、一人根津を救うのみならず、都教委の教育破壊をただし、東京の子どもたちを救うことに繋がります。

以上


緊急カンパへのご協力、ありがとうございました

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根津公子

１月１９日に強行されたゼッケン処分問題再発防止研修の執行停止申立の費用に対し、前号で緊急カンパのお願いをしましたところ、たくさんの方から貴重なカンパが寄せられました。皆様のご厚情に対し、心からお礼申し上げます。たくさんの方に支えられて闘えることを本当に有難く思います。

前号でご報告しましたように、結局は執行停止とはならず私たちは受講させられました。しかし、それまでの再発防止研修の時には都教委が決してつくろうとしなかった質問の時間を、今回は設定せざるを得ない状況に持っていけました。闘いが、小さな穴を開けたのだと思います。

皆さま、本当にありがとうございました。

以下、カンパの会計報告です。

執行申立の費用５人分で　　　　　　　　１０００，０００円

　　　　　皆様から寄せられたカンパ　　　　　　　　６１３，７６４円

　　　　　東京・ココロ裁判をすすめる会からの拠出　１００，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　調布中への見せしめ異動裁判の第2回控訴審が左記の要領で開かれます。呆れた「空バス判決」をやり直させ、教員への脅しの手段である見せしめ異動にブレーキを掛けさせましょう。
　２／２４河原井さんの事情聴取が強行されました。

昨年の卒業式に３回目の｢君が代｣不起立だった河原井純子さん（昨年まで七生養護学校、今年は調布養護学校に配転）は、その時点で減給6月の処分を受けていましたが、今年1月25日に行われた30周年行事の｢君が代｣でやはり不起立･不服従を貫きました。「『イエス、ノーをはっきり言っていいんだよ。言おうよ』と日頃子どもたちに言っている私には、それを否定するような起立･服従はできない。教員をしていたいから不起立･不服従をするの」と言う。

周年行事での不起立に対し都教委は2月24日、彼女を事情聴取のため呼び出しました。急なことでしたが、河原井さんを気遣い、都教委に「処分するな、処分のための事情聴取をするな｣と抗議･申し入れをしようと、40人を超える方が会場とされた笹塚の就学相談室に集まりました。事情聴取40分前には集まった人たちみんなで玄関を入ったところ、いつものようにすぐさま、都教委人事部職員課の、いつの場合も最前線に立たされている職員3人が名札を外し、私たちの前に立ちはだかりました。｢これ以上中に入っては困ります｣と言ったきり、何を訊いても、語りかけても、目を合わさず、ことばを発せず。これも、いつものように。

でも、私たちは、その3人になぜ私たちが今ここに来ているのか、都教委の｢君が代｣処分がどんなにひどいことか、河原井さんに処分を前提とした事情聴取は止めて！と訴え、あるいは、自身の仕事の質を捉え返してほしい、と語り掛けました。

加藤弁護士が河原井さんの事情聴取に同席するために来てくださり、その後到着した河原井さんと、事情聴取に当たるというナカジマ氏（＝3人の上司のよう）に「同席を認めてほしい｣｢告知･聴聞の機会を奪わないでほしい｣と当然の要求をしました。しかしナカジマ氏は、「前例がない｣とはねつけ、理由については｢裁量｣としか言いません。ぽろっと、処分発令の要件を満たすために事情聴取の場を設定したのだという趣旨の問題発言をしました。そして、これも予定のうちとでも言うように、｢それでは事情聴取はできませんね｣と言い、調布養護の校長と連れ立って、中に消えてしまいました。

河原井さんが重い処分を覚悟で不起立を貫いた、その気持ち、教育観、子ども観を知ろうとすることが都教委がすべき「事情聴取」であるはずです。都教委の職務のはずです。でも、都教委の度量が狭いから、不服従者の声に耳を傾けられないのだと思います。

その後、｢河原井さん根津さんらの解雇をさせない会｣の署名449人分を渡してきました。2月13日に渡した分と合わせて、706筆になりました。

さて、河原井さんへの処分は、臨時の教育委員会を経れば、もういつでも発令される状況にあります。皆さん、都教委へ「河原井さんを処分するな」と抗議の声を届けてください。


　　　　　これ以上の不当処分を出さないために　緊急署名の呼びかけ　　　２ｐ～

朝日新聞・高橋哲也氏の記事から　　　　　　　　　　　　　　　4ｐ

根津さん第4次被処分・多摩中裁判の現在と報告　　　　　　　　５ｐ

根津さん第5次被処分・調布中裁判控訴審・陳述書　　　　　　　６ｐ

御礼とお願い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９ｐ

河原井さん第4次被処分を許さない　事情聴取（2/24）は不当だ　10ｐ













教育基本法１０条


教育は、不当な支配に服することなく、国民に対し直接責任を負って行われるべきものである。教育行政は、この自覚のもとに教育の目的を遂行するに必要な諸条件の整備確立を目標として行われなければならない　














憲法１９条


思想及び良心の自由は、これを侵してはならない。











憲法１２条


この憲法が国民に保障する自由及び権利は、国民の不断の努力によって、これを維持しなければならない。また、国民は、これを濫用してはならないのであって、常に公共の福祉のためにこれを利用する責任を負う。





憲法９９条


天皇又は摂政及び国務大臣、国会議員、裁判官その他の公務員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負う。


























憲法９８条


この憲法は国の最高法規であって、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の行為の全部又は一部は、その効力を有しない。
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